
◆妊婦や乳幼児が適切な時期に必要な健康診査や相談を受けられるよう受診勧奨を徹底し、発達
の遅れや疾病・障害などを早期発見し、育児指導や療育・治療を行っていく体制をより確かにする。
◆健康診査や相談時における、虐待などの子育て家庭の課題の把握に努めるとともに、子ども家庭
支援センター等関連施設と連携し、継続した支援を行う。

乳幼児健康診査事業、一歳六か月児健康診査事業、三歳児健康診査事業、妊婦健康診査事業

◆妊娠期から、産前産後、出産、子育て等に関する不安や疑問について、外国人住民なども含め、
いつでも誰でもが、訪問や来所、電話などで、相談し支援を受けることができる体制を確立し、子育
て家庭の不安の軽減を図る。
◆保育所をはじめとする関係機関と連携し、妊婦面接や指導、新生児・産婦訪問、産後ケアなど切
れ目ない支援を充実して実施し、母子の健全な育成のための様々なニーズに応え、安心して子育
てできる環境を整る。
◆こどもを望んでいる夫婦に対して、不妊治療に係る治療費助成を行い、経済的負担の軽減を図
る。

妊娠出産支援事業、出産・子育て応援交付金事業、新生児・産婦訪問支援事業、特定不妊治療費
助成事業

◆令和４年の児童福祉法改正により、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保
健）の機能を一体化させた「こども家庭センター」の設置が努力義務化される。
◆国は４年度２号補正予算において、新たに「出産・子育て応援交付金」事業を創設し、令和４年４月以降に出産した
妊産婦等に対し、総額１０万円相当の応援ギフトの支給を開始。
◆国は、低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業を実施する予定である。
◆都は、「とうきょうママパパ応援事業」において、国が行う「出産・子育て応援交付金」を活用して伴走型相談支援のメ
ニューを充実させるとともに、「東京都出産応援事業」を都の広域連携事業に位置づけ、遡及適用の１０万円給付を実
施。
◆都は、５年度予算において、妊婦超音波検査の公費負担対象を従来の1回から４回に拡大。

◆昨年度と比べ2.9ポイントの減となっている。これは、引き続きコロナ禍における母子保健サービス
の一部中断があったことに加え、子育てをめぐる環境が年々厳しくなる中、行政に求めるサービスが
複雑・多様化していることが原因であると考えられる。

母子保健サービスの充実に向けた区の取り組みに対する効果を客観的に示す指標であるため

全ての親と子に妊娠期から乳幼児期にわたる切れ目のない出産・子育て支援が行われ、妊産婦とその家族が
安心してこどもを産み健やかに子育てできる環境が整っています。
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◆区の取り組みは概ね順調に推移している。
◆身体の発育が目覚ましく、首すわり等比較的分かりやすい発達上の指標がある3～4か月児に健康診査を行うこと
で、疾病や障害の早期発見・療育に結び付けるとともに、保護者の育児不安解消につながっている。

健康診査と相談機会の充実に対する取り組みの効果を示す指標であるため

◆受診率は3年度と比べ2.7ポイント向上し、元年度の水準に戻っている。これは、新型コロナウイル
ス感染拡大を防止しながら、日常生活における制限を緩和していくという社会の動きに伴う影響等と
推察される。

妊婦や乳幼児が適切な時期に必要な健康診査や相談を受けられるよう受診勧奨を徹底し、発達の遅れや疾病・障害
などを早期発見し、育児指導や療育・治療を行っていく体制をより確かにします。また、健康診査や相談時における、
虐待などの子育て家庭の課題の把握に努めるとともに、子ども家庭支援センター等関連施設と連携し、継続した支援
を行います。

◆区の取り組みは概ね順調に推移している。
◆新生児の健全な発育と産婦の子育て応援のため、原則として新生児の出生後28日までに、助産師または保健師に
よる訪問を実施している。さらに実施率を上げていくために、里帰り出産や外国人等で対象期間中に訪問ができない世
帯への対応が課題である。

妊娠や出産、子育て等に関する不安の軽減に対する取り組みの効果を示す指標であるため

◆2年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、訪問を控えた時期があったが、3年度より訪問を再開し
たことから、実施率は3年度が91.4％、4年度が93.2％と改善傾向にある。

妊娠期から、産前産後、出産、子育て等に関する不安や疑問について、外国人住民なども含め、いつでも誰でもが、
訪問や来所、電話などで、相談し支援を受けることができる体制を確立し、子育て家庭の不安の軽減を図ります。ま
た、保育所をはじめとする関係機関と連携し、妊婦面接や指導、新生児・産婦訪問、産後ケアなど切れ目ない支援を
充実して実施し、母子の健全な育成のための様々なニーズに応え、安心して子育てできる環境を整えます。さらに、
こどもを望んでいる夫婦に対して、不妊治療に係る治療費助成を行い、経済的負担の軽減を図ります。
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◆指標については、主にコロナ禍におけるサービスの中断や訪問控えなどにより、計画策定時の現
状値から低下している。
◆行政サービスの再開に伴い、施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記に
ついて着実に取り組む必要がある。

◆今後も多様なニーズを的確に把握し、ゆりかご面接、産後ケア事業などの母子保健事業を充実
させ、切れ目のない出産・子育て支援に取り組む。

◆引き続きＩＣＴの活用を推進し、オンラインによる面談や講座を実施するなど、多様化する区民
ニーズの反映及び区民サービスの向上に努める。

◆出産・育児に不安を抱える人や外国人、児童虐待のケース等については、訪問指導や乳児健康
診査等の機会を活用した、行政側からのアプローチが重要であることから、引き続き関係機関と連
携し、よりきめの細かい対応を図る。

◆区の取り組みは概ね順調に推移しているが、近年、国は急激に母子保健施策の充実を図ってお
り、適切に対応するための体制整備が課題である。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む
必要がある。

◆今後も多様なニーズを的確に把握し、ゆりかご面接、産後ケア事業などの母子保健事業を着実に
実施する。
◆新型コロナウイルス感染症を契機に、ＩＣＴの活用を推進し、従来の対面型による実施と併せて、オ
ンラインによる面談や講座を実施するなど、多様化する区民ニーズに柔軟に対応可能な環境整備を
推進する。
◆出産・育児に不安を抱える人や外国人、児童虐待のケース等については、訪問指導や乳児健康
診査等の機会を活用した、行政側からのアプローチが重要であることから、引き続き関係機関と連携
し、よりきめの細かい対応を図る。

（令和４年度外部評価実施済施策）
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